
（平成２３年３月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 55 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 51 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 2 件

年金記録確認長崎地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

長崎国民年金 事案 726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から 62 年３月までの期間及び同年７月から平成

元年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 昭和 61 年４月から 62 年３月まで 

          ② 昭和 62 年７月から平成元年３月まで 

Ａ社会保険事務所（当時）から、昭和 61 年４月から 62 年３月までの

期間及び同年７月から平成元年３月までの期間の国民年金追納勧奨状が

届いたので、平成５年 11 月２日に、Ｂ市役所の窓口で当該期間の保険

料を納付したのは間違いないのに、納付となっていないことに納得でき

ない。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社会保険事務所から国民年金追納勧奨状が届いたので、

Ｂ市役所に出向き、Ｂ市役所の窓口で納付したが、領収書は受け取らなか

ったので、当該勧奨状及び年金手帳に納付の記載をした。」としていると

ころ、申立人が所持している平成５年９月 10 日作成の申立期間に係る当

該追納勧奨状（33 か月 302,370 円）に、「平成５年 11 月２日、スミ」と

手書きされており、申立人の年金手帳の備忘録の欄に「平成５年 11 月に

33 ケ分 302,370 円しはらった」と記載されていることが確認できる上、

Ａ年金事務所国民年金課は、「平成５年当時、Ｂ市内で場所を借りて、秋

口から年度末にかけて、未納保険料について集合徴収をしていた。」とし

ており、Ｂ市役所は、「平成５年当時、社会保険事務所の担当者が、月に

１回程度、庁舎に来ていたので、窓口で過年度（追納を含む。）の保険料

を徴収していた。」としていることから、申立人が、申立期間の追納保険

料を市役所において納付したとしても、不自然ではない。 



                      

  

また、申立人は 60 歳になる前に、市役所において、老齢年金の受給資

格期間に５か月不足していること、及び厚生年金保険の裁定請求は社会保

険事務所（当時）で行うことになっていることを聞き、社会保険事務所に

行き、年金手帳の再交付手続及び氏名変更の手続をしたとしているところ、

オンライン記録上、申立人が 60 歳に到達（平成５年＊月＊日）する前の

平成５年８月２日に当該手続が行われていることが確認できる上、国民年

金の資格喪失後、受給資格期間に不足している５か月分を納付するため、

60 歳の誕生日（平成５年＊月＊日）に国民年金の任意加入手続を行い、

３年４月から 25 年の受給資格期間を満たした５年 12 月までの国民年金保

険料を全て納付期限内に納付していることが確認できることから、申立人

の申立内容を裏付けるものとなっている。 

さらに、申立人は、「申立期間の国民年金保険料は、姪からお金を借り

て納付した後、Ｃ社かＤ社の生命保険を解約して姪に返済した。」として

いるが、申立人の姪は、「平成５年当時、申立人の息子にお金が必要と言

われて、35 万円ほど貸したが、間をおかずに返してもらった。」として

おり、Ｄ社の記録によると、申立人は、平成５年８月＊日に生命保険契約

を解約し、60 万 7,449 円を受領していることから、申立期間の国民年金

保険料を姪から借りて納付したという申立人の記憶は勘違いの可能性が高

いものの、当時、申立人は、申立期間の国民年金保険料を追納できる金額

を保有していたものと考えられる。 

加えて、Ｂ市の国民年金被保険者台帳において、昭和 61 年４月から 62

年３月までの期間及び 63 年３月が未納となっているが、オンライン記録

では免除期間となっていることが確認でき、行政側の記録管理が適切に行

われていなかったことがうかがわれる。 

その他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 727 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から同年 12 月まで 

私は、昭和 48 年＊月に結婚し、両親と同居して家業を継いだが、そ

の際、父親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料の納付

を始めた。以降、昭和 60 年頃までは、毎月、父親が私たち夫婦二人分

の国民年金保険料を納付してきたが、申立期間の国民年金保険料は、

妻は納付済となっているのに、私は未納とされていることに納得でき

ないので、申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、９か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国

民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付しているほか、申立人の国民

年金保険料を納付していたとする申立人の父親は、国民年金制度発足時か

ら国民年金加入期間の保険料を全て納付しており、申立人の父親が一緒に

納付していたとする申立人の妻及び申立人の母親の申立期間に係る国民年

金保険料も納付済みとなっていることから、申立人の父親の納付意識は高

かったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金の加入手続は、Ａ市の申立人に係る国民年金被

保険者カードに「昭 50.3.27 手帳交付」の記載があることから、昭和 50

年３月頃に行われたものと考えられるが、その時点では、申立期間の国民

年金保険料を過年度納付することは可能である。 

さらに、申立期間に係る申立人の妻の国民年金保険料は納付済みとなっ

ている上、申立人の妻の特殊台帳によると、昭和 48 年度の納付記録欄に

は納付記録が確認できないが、同人の国民年金手帳記号番号に係る特殊台



                      

  

帳の前後の複数の特殊台帳には、48 年度の納付記録欄に現年度納付記録

が確認できることから、申立期間に係る申立人の妻の国民年金保険料は、

過年度納付されたものと推認される。 

加えて、申立人の妻は、「私は、昭和 48 年＊月の婚姻後に国民年金の

加入手続をした記憶がない。私自身が納めたようなことはない。全て夫の

父親がやっていた。」、「いつ頃だったかはっきりしないが、夫の父親が、

『申立人の国民年金保険料の今までの分を納めてきた。』と言ったのを聞

いたことがある。」としていることから、申立人の父親は、昭和 50 年３

月に申立人の国民年金の加入手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を

納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人の父親は、申立人の申

立期間に係る国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 728 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から 46 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 45 年 10 月から 46 年３月まで 

私が 20 歳の頃に働いていた会社の社長が私の国民年金の加入手続を

してくれたのではないかと思う。 

その後、退職してＡ県に戻り、昭和 46 年＊月に、Ｂ町役場Ｃ支所

（現在は、Ｄ市役所Ｃ出張所）で婚姻届を行った際、国民年金について

も併せて納付するように言われた。後日、私の 20 歳から６か月間の国

民年金保険料が未納との通知を受けたので、Ｃ支所に出向き現金でその

分をまとめて納付し、手書きの領収書を受け取ったが、現在は紛失して

おり手元に無い。 

結婚後は、夫と共に全ての期間の国民年金保険料を納付し続けている

が、申立期間が未納となっていることに納得できないので、申立期間を

国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は、国民年金加入期間につい

て、申立期間を除き、国民年金保険料を全て納付しており、申立人の納付

意識は高かったものと考えられる。 

また、申立期間は、婚姻時（昭和 46 年＊月）において、過年度納付が

可能であり、申立人が納付したとする金額は、申立期間の保険料額にほぼ

一致している上、納付方法等の申立内容は、申立人の夫の回答とも合致し

ているなど、申立人の主張に不自然な点は見受けられないほか、申立人の

夫が国民年金保険料を完納していることなどを踏まえると、申立人は、申

立期間の国民年金保険料を納付していたと考えるのが自然である。 



                      

  

さらに、Ｂ町（現在は、Ｄ市）では、第３回特例納付実施時期（昭和

53 年７月から 55 年６月）において、未納期間がある加入者に対し広報紙

等で再三納付勧奨を行い、最後に未納者に対して個別に納付勧奨の通知書

を送付し、その通知者の国民年金被保険者名簿の補記欄に「附４条」及び

送付年月日を記載しているが、申立人の被保険者名簿の補記欄には当該記

載が見受けられないことから、第３回特例納付実施時期において、申立人

に係る国民年金保険料に未納期間がなかった可能性がうかがわれる。 

加えて、Ｄ市が保管しているＢ町の申立人に係る国民年金被保険者名簿

の保険料納付記録欄において、申立期間のうち昭和 45 年 10 月及び 46 年

３月の欄は修正液で塗りつぶされた形跡が見受けられる上、オンライン記

録上、51 年４月から 53 年３月までの記録が、平成 22 年 11 月５日付けで

免除期間から納付済期間へ訂正されていることが確認できるなど、行政側

の事務処理が適正に行われていなかったことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

長崎国民年金 事案 729 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの期間

の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 54 年４月から 56 年９月まで 

昭和 56 年頃、Ａ市役所から職員が何度も来られて、３年分の国民年

金保険料を納付するように勧められたので、３年分まとめて市役所か近

くの金融機関で納めたのに、申立期間の国民年金保険料が納付となって

いないことに納得できない。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの期間について

は、申立人は、「昭和 56 年の寒い時期に、Ａ市の職員が事務所に来て、

３年分の国民年金保険料を納付するように勧めたので、３年分まとめて

納付した。」としているところ、申立人及び申立人の夫に係るＡ市の国

民年金被保険者名簿の検認記録の欄において、それぞれに「未納納付書 

54 年 10 月より 56 年３月まで、金額 \65,040 円、発行日 56.12.１」の

記載がある上、申立人の夫に係る検認記録の摘要の欄には「56.12.1Ｂ

社社長？妻は厚年となるが自分は経営者で納付する。」と記載があるこ

とから、Ａ市の職員又は収納員が国民年金保険料の未納者であった申立

人宅を訪問し、国民年金保険料の納付についての話し合いを行い、納付

約束を得られたことから、Ａ市に備え付けていた過年度の国民年金保険

料納付書を作成し、Ａ市が発行していたものと推認できる。 

また、申立人は、自身の３年分の国民年金保険料を納付したとしてい

るところ、Ａ市が発行したと推認される夫婦二人の過年度の国民年金保

険料納付書の納付対象期間は、共に昭和 54 年 10 月から 56 年３月まで



                      

  

の期間の１年６か月間であり、合計すると３年となり、申立人は、当該

期間の夫婦二人分の保険料を、自身の３年分の国民年金保険料を納付し

たものと誤認している可能性も否定できない。 

また、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿によれば、申立期間

直前の昭和 53 年４月から 54 年３月までの期間の国民年金保険料が 55

年３月 21 日に過年度納付した記録が確認できるところ、オンライン記

録上、平成 19 年 10 月 29 日付けで、当該期間の記録が未納から納付済

に訂正されていることから、行政側の記録管理が適切に行われていなか

ったことがうかがえる。 

   ２ 一方、申立期間のうち、昭和 54 年４月から同年９月までの期間につ

いては、上記申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿によると、56

年 12 月１日付けで、その時点で遡って納付できる 54 年 10 月から 56 年

３月までの過年度保険料の納付書が発行されていることから、当該期間

の国民年金保険料は、時効により納付できなかったものと考えられる。 

     また、申立期間のうち、昭和 56 年４月から同年９月までの期間につ

いては、申立人の夫に係るＡ市の国民年金被保険者名簿の検認記録の摘

要の欄に「56.12.1Ｂ社社長？妻は厚年となるが自分は経営者で納付す

る。」と記載があるものの、申立人の夫も、同年４月から 57 年３月ま

での期間の国民年金保険料が未納のままとなっているほか、申立人が当

該期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに当該期間に係る国民年金保険料を納付し

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   ３ その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 54 年 10 月から 56 年３月までの期間の国民年金保険料を納付

していたものと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 856 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を 109 万 8,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成 17 年 12 月９日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において 109 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：                

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成 17 年 12 月９日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 858 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を 75 万 1,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月９日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において 75 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 859 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月９日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月９日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 861 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を 50 万 8,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において 50 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 862 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 865 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 867 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年６月 30 日は 98 万 5,000 円、

同年 12 月８日は 107 万 9,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 18 年６月 30 日 

          ② 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 98 万 5,000 円、申立期間②において 107 万

9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年６月 30 日は８万 7,000 円、

同年 12 月８日は 32 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月 30 日 

          ② 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万 7,000 円、申立期間②において 32 万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 869 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年６月 30 日は３万 1,000 円、

同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月 30 日 

          ② 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において３万 1,000 円、申立期間②において８万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年６月 30 日は３万 1,000 円、

同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月 30 日 

          ② 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において３万 1,000 円、申立期間②において８万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 18 年６月 30 日は３万 1,000 円、

同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 18 年６月 30 日 

          ② 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において３万 1,000 円、申立期間②において８万円の

標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について



                      

  

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 127 万 1,000 円、

18 年６月 30 日は 114 万 1,000 円、同年 12 月８日は 125 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 127 万 1,000 円、申立期間②において 114 万

1,000 円、申立期間③において 125 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 106 万 6,000 円、

18 年６月 30 日は 104 万 9,000 円、同年 12 月８日は 111 万 1,000 円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 106 万 6,000 円、申立期間②において 104 万

9,000 円、申立期間③において 111 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 874 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 64 万 8,000 円、

18 年６月 30 日は 62 万 2,000 円、同年 12 月８日は 66 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 64 万 8,000 円、申立期間②において 62 万

2,000 円、申立期間③において 66 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 875 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は９万 6,000 円、同年 12 月８日は 31 万 8,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において９万 6,000 円、

申立期間③において 31 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 876 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 32 万 1,000 円、

18 年６月 30 日は 29 万 2,000 円、同年 12 月８日は 32 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 32 万 1,000 円、申立期間②において 29 万

2,000 円、申立期間③において 32 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 877 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日及び 18 年６月 30

日は 38 万円、同年 12 月８日は 40 万 4,000 円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①及び②において 38 万円、申立期間③において 40 万

4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 878 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は９万円、18 年

６月 30 日は４万 5,000 円、同年 12 月８日は９万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において９万円、申立期間②において４万 5,000 円、

申立期間③において９万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 89 万 9,000 円、

18 年６月 30 日は 86 万 2,000 円、同年 12 月８日は 91 万 1,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 89 万 9,000 円、申立期間②において 86 万

2,000 円、申立期間③において 91 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 880 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

 住 所 ：   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所



                      

  

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 881 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 38 万円、18 年

６月 30 日は 38 万 4,000 円、同年 12 月８日は 40 万 9,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 38 万円、申立期間②において 38 万 4,000 円、

申立期間③において 40 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 882 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 47 万 9,000 円、

18 年６月 30 日は 46 万 6,000 円、同年 12 月８日は 49 万 6,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 47 万 9,000 円、申立期間②において 46 万

6,000 円、申立期間③において 49 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 883 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 884 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 41 万 9,000 円、

18 年６月 30 日は 40 万 8,000 円、同年 12 月８日は 43 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

    住 所 ：  

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 41 万 9,000 円、申立期間②において 40 万

8,000 円、申立期間③において 43 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所



                      

  

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 885 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は４万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において４万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 886 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 887 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 888 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 61 万円、18 年

６月 30 日は 59 万 2,000 円、同年 12 月８日は 62 万 4,000 円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 61 万円、申立期間②において 59 万 2,000 円、

申立期間③において 62 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 891 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 892 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 62 万 2,000 円、

18 年６月 30 日は 60 万 2,000 円、同年 12 月８日は 63 万７,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 62 万 2,000 円、申立期間②において 60 万

2,000 円、申立期間③において 63 万７,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 893 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 67 万 7,000 円、

18 年６月 30 日は 64 万 2,000 円、同年 12 月８日は 67 万 6,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 67 万 7,000 円、申立期間②において 64 万

2,000 円、申立期間③において 67 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 894 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 33 万 1,000 円、

18 年６月 30 日は 31 万 4,000 円、同年 12 月８日は 33 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 33 万 1,000 円、申立期間②において 31 万

4,000 円、申立期間③において 33 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 895 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 896 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住 所 ：  

               

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 897 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は４万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において４万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 898 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 899 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 900 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 901 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は 55 万 8,000 円、

18 年６月 30 日は 53 万 4,000 円、同年 12 月８日は 56 万 3,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において 55 万 8,000 円、申立期間②において 53 万

4,000 円、申立期間③において 56 万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 902 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は４万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において４万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 903 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

                             

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 904 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎とはならない記録とされている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間に係る標準賞与額について、平成 17 年 12 月９日は８万円、18 年

６月 30 日は３万 1,000 円、同年 12 月８日は８万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

                   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月９日 

          ② 平成 18 年６月 30 日 

          ③ 平成 18 年 12 月８日 

Ａ社において、申立期間に支給された賞与から、厚生年金保険料が控

除されていたにもかかわらず、社会保険庁（当時）の記録では、当該賞

与の記録が無いので、私の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立期間に係る支給控除項目一覧表の写しから、申

立人は、申立期間①において８万円、申立期間②において３万 1,000 円、

申立期間③において８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社から提出された申立人の健康保険厚生年金保険被保険者賞与

支払届の写しから、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立期間に係る賞与支払届を提出したことが確認できる上、当



                      

  

該保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

長崎厚生年金 事案 905 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は平成３年 11 月６日であると認めら

れることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 22 万円とすることが妥当で

ある。 

また、申立人は、平成３年 11 月６日から４年 12 月１日までの期間につ

いては、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の上記訂正後のＡ社における資格喪

失日に係る記録を同年 12 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 22

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成２年６月 30 日から４年 12 月１日まで 

私は、昭和 62 年１月 13 日にＢ市Ｃ町にあったＡ社に入社し、平成７

年３月 30 日まで勤務していた。Ａ社の社長からは、税金、厚生年金保

険料等は全て納付していると聞いていたので、Ａ社において、厚生年金

保険の被保険者になっていない期間は無いはずである。 

申立期間において、厚生年金保険の加入記録が確認できないことに納

得がいかないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、平成２年６月 30 日にＡ社に係る

厚生年金保険被保険者資格を喪失しているが、雇用保険の加入記録及びＡ

社の申立期間当時の事業主の回答から、申立人は、申立期間において、Ａ

社に継続して勤務していたことが確認できる。 



                      

  

また、オンライン記録によると、Ａ社に係る申立人を含む３人の厚生年

金保険被保険者資格喪失日（平成２年６月 30 日）の処理は、平成３年 11

月６日付けで遡及して行われていることが確認できる上、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった日が当該３人の同資格喪失日と同じ２年

６月 30 日となっていることから、Ａ社が適用事業所ではなくなった日の

処理も３年 11 月６日付けで遡及して行われたものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立

人が平成２年６月 30 日にＡ社に係る被保険者資格を喪失した旨の処理を

行う合理的な理由は無く、当該資格喪失処理に係る記録は有効なものとは

認められないことから、申立人の被保険者資格喪失日は３年 11 月６日で

あると認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る平成２年５月の

オンライン記録から、22 万円とすることが妥当である。 

申立期間のうち、平成３年 11 月６日から４年 12 月１日までの期間につ

いては、前述のとおり、雇用保険の加入記録等から、申立人は、遡及訂正

処理された３年 11 月６日以降についても、Ａ社に継続して勤務していた

ことが確認できる上、Ａ社の当時の事業主は、「申立期間において、申立

人の給与からは従前どおり厚生年金保険料を控除していた。」としている。 

また、オンライン記録により、Ａ社は、当該期間において厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっていることが確認できるものの、商業登記簿謄

本により、Ａ社は当該期間においても存続していることが確認でき、事業

主及び申立人が平成２年頃から業務を請け負っていたとする事業所は、

「申立期間当時、Ａ社には仕事を請け負ってもらったと思う。」としてい

ることから、Ａ社は、当該期間において、引き続き事業を行っており、当

時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断

される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間における厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の平成２年５月のオ

ンライン記録から、22 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、平成３年 11 月６日付けで２年６月 30 日に

遡及して資格喪失した旨の届出を行っていることから、社会保険事務所は

申立人に係る３年 11 月から４年 11 月までの保険料の納入の告知を行って

おらず、（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）事業

主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

長崎厚生年金 事案 906 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬

月額であったと認められることから、申立期間①の標準報酬月額を 26 万

円に訂正することが妥当である。 

また、申立期間②については、申立人の申立てに係る事業所における資

格喪失日は、平成 10 年７月１日であると認められることから、申立人の

厚生年金保険被保険者資格の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間②の標準報酬月額については、26 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成 10 年４月１日から同年６月 30 日まで 

 ： ② 平成 10 年６月 30 日から同年７月１日まで 

私は、Ａ社に平成７年 11 月から 12 年７月まで勤務していたが、勤

務していた期間のうち、10 年４月及び同年５月の標準報酬月額が、遡

及して低い額に訂正されていることが分かった。当時、会社の経営状

況が苦しいので、健康保険を任意継続にしてくれと言われた覚えはあ

るが、事業主や事務担当者から報酬月額を遡及訂正するという話は聞

いていないので、申立期間①に係る標準報酬月額を遡及訂正される前

の記録に戻してほしい。 

また、私のＡ社に係る厚生年金保険の記録は平成 10 年６月 30 日で

資格喪失となっているが、同年６月分までは給与から厚生年金保険料

を控除されていたと思うので、申立期間②の資格喪失日を同年７月１

日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録において、当初、Ａ社における

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、26 万円と記録されていたと



                      

  

ころ、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成

10 年６月 30 日）の直後の平成 10 年７月１日付けで同年４月１日に遡及

して９万 8,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立期間①当時、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者記録が確認で

きる５人（申立人、事業主及び役員を除く。）全員についても申立人と同

様に、平成 10 年７月１日付けで、同年４月１日に遡及して標準報酬月額

が９万 8,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

さらに、申立人は、「自分は、Ｂ業務を担当していたが、当時、会社の

経営が苦しいので、保険を任意継続にしてくれと言われた覚えはあるが、

事業主や事務担当者から報酬月額を遡及訂正するというような話は聞いて

いない。」と主張しているところ、申立期間①において、Ａ社に係る厚生

年金保険被保険者記録が確認できる複数の者が、「申立人とは別の者が、

経理や社会保険などに関する事務を行っていた。」としており、このうち

の一人は、「申立人は、私と共にＢ業務を担当していた。」としているこ

とから、申立人は、当該事業所の社会保険事務について権限を有しておら

ず、当該遡及訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、この

ような記録訂正処理を行う合理的理由は見当たらないことから、標準報酬

月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①

に係る標準報酬月額は、事業主が当初届け出た 26 万円に訂正することが

妥当である。 

申立期間②については、申立人の雇用保険の加入記録から、申立人が申

立期間②において、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、オンライン記録では、申立人のＡ社における厚生年金保険の資

格喪失日は、平成 10 年６月 30 日と記録されており、当該処理が行われた

のは、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成 10 年６

月 30 日）の直後の同年７月１日付けであることが確認できる。 

また、商業登記簿により、Ａ社は申立期間においても事業を継続してい

ることが確認できる上、雇用保険の加入記録により、少なくとも申立人を

含む６人が、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成

10 年６月 30 日以降も継続して勤務していたことが確認できるところ、こ

のうちの一人から提出された申立期間を含む当該事業所の給与明細書によ

れば、同年６月分と考えられる厚生年金保険料が同年７月４日支給の６月

度給与から控除されていることが確認できる。 

さらに、前述のとおり、Ａ社に係る商業登記簿並びに申立人及び同僚５

人の雇用保険の加入記録により、当該事業所は厚生年金保険の適用事業所

ではなくなった後も法人として事業を継続していたものと考えられ、当該

事業所は、申立期間②において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業



                      

  

所の要件を満たしていたものと推認されることから、当該適用事業所でな

くなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が平成

10 年６月 30 日にＡ社に係る被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理

的な理由は無く、当該資格喪失処理に係る記録は有効なものとは認められ

ないことから、申立人の被保険者資格喪失日は、資格喪失処理が行われた

同年７月１日であると認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社に係る申立人の遡及

訂正処理前のオンライン記録から、26 万円とすることが妥当である。 

 

 



長崎国民年金 事案 730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 38年２月までの期間及び 39 年 11 月から 40

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 11 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 36 年４月から 38 年２月まで 

         ② 昭和 39 年 11 月から 40 年３月まで 

私は、昭和 43 年頃、国民年金保険料の未納期間があると年金が受給で

きないことを知り、未納にしていた期間の国民年金保険料の金額（４万

円か 4,000 円だったと思う。）を地元のＡ組合で借り、隣保班の班長宅へ

持参したが、留守だったため、区長宅へお金を預けて帰った。60 歳にな

ったとき、Ｂ市役所に電話をかけて、自分の国民年金の納付記録を確認

した際、全部納付になっていると言われたのに未納期間があるのは納得

できない。 

申立期間を国民年金保険料納付済期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 43 年頃に、申立期間の国民年金保険料を区長宅に預けて

帰ったと主張しているが、43 年頃に申立期間の国民年金保険料を納付する

ことは時効によりできない上、Ｂ市は、「申立人が当時居住していたＢ市の

Ｃ町支所管内における国民年金保険料の取扱い等については資料が無く、

不明である。」としており、申立人が居住する地区における区長（昭和 36

年度から 62 年度に歴任した者）をしていた複数の者に事情を聴いても、申

立期間当時、班長又は区長が過年度分の国民年金保険料を預かっていたこ

とを裏付ける回答は得られなかった。 

また、Ｂ市は、申立人が国民年金保険料を預けたとする区長は、申立期

間において区長に就任していないとしている上、申立人は、未納にしてい



た期間の国民年金保険料は地元のＡ組合で借りたとしているが、当該Ａ組

合は、申立人に資金を貸与したかどうかについては、当時の資料が残って

いないため、確認できないとしている。 

加えて、申立人の夫に聴取しても、「国民年金保険料の納付に関しては、

妻に任せていたので分からない。」としている上、申立期間は、オンライン

記録上、夫婦共に未納と記録されており、申立人の国民年金被保険者台帳

（特殊台帳）の記録と一致しているほか、申立人が申立期間に係る国民年

金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立人が国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



長崎国民年金 事案 731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 16年 10月から 17年３月までの国民年金保険料については、

学生納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 10 月から 17 年３月まで 

私は、平成 16 年 10 月にＡ学校に入学したので、Ｂ市役所本館で学生

納付特例の申請手続を行った。現在、申立期間に係る承認通知書は所持

していないが、同年 10 月から学生納付特例が承認されていたはずなので、

申立期間について、学生納付特例の期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

戸籍の附票によると、申立人は、申立期間を含む平成 19 年４月までＣ市

に住所を有していることが確認できるところ、申立人は、平成 16 年度、17

年度及び 18 年度の学生納付特例申請手続について、「私は、いずれの期間

も、Ｂ市に居住していたので、Ｂ市役所で申請手続を行った。家族も含め

てＣ市役所で行った記憶はない。」としている。 

しかしながら、Ｂ市は、「Ｂ市に住民登録をしていない方の学生納付特例

申請は受け付けていない。仮に、Ｂ市に住民登録をしていない方から申請

書類の提出について相談を受けた場合は、住民票登録地か社会保険事務所

（当時）での申請を案内していたと思われる。」としており、Ｃ市を管轄す

るＤ年金事務所において保管されている平成 17 年度及び 18 年度の申立人

に係る学生納付特例申請書にも、Ｃ市役所の受付印が押されている上、記

載されている申請日とＣ市の受付印の日付が同日であることから、当該両

年度の学生納付特例申請書は申請日にＣ市で受け付けられたことがうかが

える。 

また、Ｃ市に保管されている平成 16 年度の学生納付特例申請の受付簿に

申立人の氏名は確認できない上、Ｄ年金事務所に保管されている 16 年度か



ら 18 年度に係る「国民年金保険料学生納付特例申請書」によれば、17 年

度及び 18 年度の申立人に係る同申請書は確認できるものの、申立期間に係

る 16 年度の同申請書は確認できない。 

これらのことから、申立期間に係る学生納付特例申請の手続が行われた

とは考え難い上、オンライン記録によれば、平成 16 年 10 月１日で厚生年

金保険被保険者の資格を喪失したことによる国民年金「第１号・第３号被

保険者取得勧奨対象者一覧表」が同年 12 月 24 日に作成されていることが

確認できることから、少なくとも、同日において、国民年金被保険者の資

格取得届の登録（学生納付特例承認の登録を含む。）が行われていなかった

ものと推認され、同年 10 月に国民年金の加入手続が行われなかった可能性

がうかがえる。 

加えて、申立人の申立期間に係る国民年金保険料が学生納付特例により

納付猶予されていたことを確認できる資料は無く、ほかに申立人の国民年

金保険料が納付猶予されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を学生納付特例により納付

猶予されていたものと認めることはできない。 

 


